
１ 

田原市若年がん患者在宅療養支援事業補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、田原市若年がん患者在宅療養支援事業補助金（以下「補

助金」という。）を交付することについて、田原市補助金交付要綱（昭和５

１年４月１日施行）に定めるもののほか必要な事項を定めることにより、若

年がん患者の在宅療養における経済的負担の軽減を図ることを目的とする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、第３条のサービスの利用の日時点に

おいて、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 市内に住所を有し、かつ４０歳未満である者 

(2) がん患者（一般的に認められている医学的知見に基づき、回復の見込み

がない状態に至ったと医師に判断された者に限る。）であって、在宅生活

の支援及び介護が必要な者 

２ 第３条のサービスの利用の日以後に、補助金の交付の対象となる者が死亡

した場合は、当該補助金の受領に関する権限を受任した者に対して補助金を

交付するものとする。 

（補助対象経費） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

次に掲げるサービス（介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づき東三

河広域連合長又は市長が指定した事業者その他市長が適当と認めるものが提

供する者に限る。以下「サービス」という。）の利用に要する経費とする。

ただし、他の公的な制度において、同等の助成、給付等を受けている経費に

ついては、この限りでない。 

(1) 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療



２ 

養管理指導、夜間対応型訪問介護その他在宅サービス 

(2) 手すり、スロープ、歩行器、歩行補助つえ、車いす、車いす付属品、特

殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、体位変換器、移動用リフト（つ

り具の部分を除く。）、自動排泄処理装置その他福祉用具の貸与 

(3) 腰掛便座、自動排泄処理装置の交換可能部品、入浴補助用具、簡易浴槽、

移動用リフトのつり具の部分その他福祉用具の購入 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、補助対象経費に１０分の９を乗じて得た額（その額に

１,０００円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）とし、１月当

たり５万４,０００円を限度とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）によ

る保護を受けている者の補助金の額は、補助対象経費の全額とし、１月当た

り６万円を限度とする。 

 （利用の認定申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、田原市若年がん患者在宅療養支

援事業サービス利用認定申請書（様式第１号）に、田原市若年がん患者在宅

療養支援事業意見書（様式第２号）又はこれに準ずる書類その他市長が必要

と認める書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

（医師への意見の求め） 

第６条 市長は、必要に応じて、前条の規定による申請をした者の病状及び診

療内容について、医師の意見を求めることができる。 

（利用の認定） 

第７条 市長は、第５条の規定による申請を受理した場合は、その内容を審査

し、サービスの利用を認定したときは田原市若年がん患者在宅療養支援事業

サービス利用認定通知書（様式第３号）により、認定しないこととしたとき



３ 

は田原市若年がん患者在宅療養支援事業サービス利用不認定通知書（様式第

４号）により、当該申請をした者に通知するものとする。 

（利用の変更等申請） 

第８条 前条の規定による認定を受けた者（以下「認定者」という。）は、サ

ービスの利用期間中に、次のいずれかに該当したときは、田原市若年がん患

者在宅療養支援事業サービス利用変更（廃止）認定申請書（様式第５号）を

市長に提出しなければならない。 

(1) 第２条第１項に規定する要件に該当しなくなったとき。 

(2) 第５条の規定による申請の内容に変更が生じたとき。 

(3) サービスの利用をやめるとき。 

（利用の変更等認定） 

第９条 市長は、前条の規定による申請を受理した場合は、その内容を審査し、

サービスの利用の変更又は廃止を認定したときは田原市若年がん患者在宅療

養支援事業サービス利用変更（廃止）認定通知書（様式第６号）により、認

定しないこととしたときは田原市若年がん患者在宅療養支援事業サービス利

用変更（廃止）不認定通知書（様式第７号）により、当該申請をした者に通

知するものとする。 

（利用の取消し） 

第１０条 市長は、認定者の疾病その他の理由により、サービスを利用するこ

とが困難であると認められるときは、第７条の規定による認定を取り消すこ

とができるものとする。この場合において、田原市若年がん患者在宅療養支

援事業サービス利用認定取消通知書（様式第８号）により、当該認定者へ通

知するものとする。 

（交付の申請） 

第１１条 認定者は、償還払いの方法により補助金の交付を受けようとすると



４ 

きは、田原市若年がん患者在宅療養支援事業補助金交付申請書兼請求書（償

還払い用）（様式第９号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

(1) サービスの利用に要した経費の内訳が確認できる書類 

(2) サービスの利用に要した経費の支払の事実が確認できる書類 

(3) やむを得ない事由により前２号に掲げる書類を添付できない場合にあっ

ては、当該書類に準ずる書類として市長が適当と認めるもの 

２ 認定者は、受領委任払いの方法により補助金の交付を受けようとするとき

は、田原市若年がん患者在宅療養支援事業補助金交付申請書（受領委任払い

用）（様式第１０号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければな

らない。 

(1) サービスの利用に要した経費の内訳が確認できる書類 

(2) サービスを提供した事業者が作成した請求書 

３ 前２項の規定による申請は、サービスを利用した月ごとに行わなければな

らない。 

４ 第１項又は第２項の規定による申請は、サービスの利用を開始した日の属

する月の翌月から１２月以内に行わなければならない。 

（交付の決定） 

第１２条 市長は、前条第１項又は同条第２項の規定による申請を受理した場

合は、その内容を審査し、補助金の交付を決定したときは田原市若年がん患

者在宅療養支援事業補助金交付決定通知書（様式第１１号）により、交付し

ないことを決定したときは田原市若年がん患者在宅療養支援事業補助金不交

付決定通知書（様式第１２号）により、当該申請をした者に通知するものと

する。 

２ 前項の規定により補助金の交付を決定したときは、前条第１項又は第２項



５ 

の規定による申請をもって実績報告がされたものとみなし、当該決定をもっ

て補助金の額を確定したものとみなす。 

３ 市長は、償還払いの方法による場合にあっては第１項の規定により補助金

の交付を決定した者（以下「交付決定者」という。）に対し、受領委任払い

の方法による場合にあっては当該交付決定者にサービスを提供した事業者に

対し、補助金を交付するものとする。 

（代理による申請） 

第１３条 補助金の交付の対象となるものと同一の世帯に属する者、法定代理

人、親族その他の平素から認定者の身の回りの世話をしている者等で市長が

特に認めるもの（以下「代理人」と総称する。）は、認定者本人に代わって、

第５条、第１１条第１項又は同条第２項の規定による申請をすることができ

る。 

２ 代理人は、第５条、第１１条第１項又は同条第２項の規定による申請の際、

田原市若年がん患者在宅療養支援事業委任状（様式第１３号）を提出しなけ

ればならない。 

３ 市長は、第１項の場合において、本人確認書類の提示等により、代理人が

当該代理人本人であることを確認するものとする。 

（譲渡の禁止等） 

第１４条 この要綱による補助金の交付を受ける権利は、他人に譲渡し、又は

担保に供することができない。 

（交付決定の取消し） 

第１５条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、第１

２条第１項の規定による補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すこと

ができる。 

(1) 虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 



６ 

(2) この要綱の規定に違反したとき。 

 （補助金の返還） 

第１６条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合で、

既に補助金を交付しているときは、当該決定を取り消した者に対し、期限を

定めて当該補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

別に定める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、令和５年７月１日から施行し、同年４月１日以降に利用した

サービスについて適用する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、愛知県若年がん患者在宅療養支援事業交付要綱が廃止したと

きにその効力を失う。ただし、第１４条から第１６条までの規定については、

同日後もなおその効力を有する。 



様式第１号（第５条関係） 

田原市若年がん患者在宅療養支援事業サービス利用認定申請書 

年  月  日 

田原市長 殿 

申請者 住所 

                       氏名（自署） 

                       電話番号    （    ） 

 田原市若年がん患者在宅療養支援事業におけるサービスの利用の認定について、下記のとお

り申請します。 

記 

ふ り が な 
生年

月日 

    年   月   日
利用者氏名 

（甲） □申請者と同じ （年齢    歳）

住 所 

〒 

□申請者と同じ          電話番号   （   ） 

確認事項 

区 分 いずれかに〇印 

小児慢性特定疾病医療費助成の受給   有 ・ 無 

障害者総合支援法に基づく給付   有 ・ 無 

医療保険を受けた訪問看護等の利用   有 ・ 無 

生活保護の受給   有 ・ 無 

上記以外の制度における助成又は給付の受給   有 ・ 無 

受給資格の審査のために、市が実施する確認事項に係る調査の実施に 

       □同意します     □同意しません 

家 族 構 成 

氏名 続柄 生年月日 備考（連絡先等） 

主 治 医 

病院名： 

医師名： 

電話番号    （    ） 

利用開始日          年     月     日（予定） 

甲は、サービス利用終了後に甲が請求できない場合、民法第 653 条第 1 項の規定にかかわら

ず、乙に本事業にかかる補助金の請求及び受領に関する権限を委任します。 
※利用者が未成年（１８歳未満）の場合は記入する必要はありません。 

受 任 者

（乙） 

上記委任の件について、承諾しました。 

氏名（自署） 甲との続柄 

住所 〒 生年月日 

    年  月  日



利用を希望するサービスの番号に〇印をつけてください。 

区分 サービスの内容 

在宅サービス 

1 訪問介護 

（１） 身体介護中心 （２）生活援助中心 （３）通院等乗降介助 

２ 訪問入浴介護   

３ 訪問看護 

４ 訪問リハビリテーション 

５ 居宅療養管理指導 

６ 夜間対応型訪問介護 

７ その他（                  ）

福祉用具の貸与 

１ 手すり 

２ スロープ（工事を伴わないもの） 

３ 歩行器    ４ 歩行補助つえ 

５ 車いす    ６ 車いす付属品 

７ 特殊寝台    ８ 特殊寝台付属品 

９ 床ずれ防止用具    10 体位変換機 

11 移動用リフト（つり具の部分を除く） 

12 自動排泄処理装置 

13  その他（                  ） 

福祉用具の購入 

１ 腰掛便座 

２ 自動排泄処理装置の交換可能部品 

３ 入浴補助用具   ４ 簡易浴槽 

５ 移動用リフトのつり具部分 

６ 排泄予測支援機器 

７ その他（                  ） 

備考 

１ 医師による意見書（様式第２号又はこれに準ずるもの）を添付してください。 

２ 利用者以外による申請の場合は、委任状（様式第１３号）を添付してください。 

３ 他の公的な制度等を利用されている経費については利用できません。 



様式第２号（第５条関係） 

田原市若年がん患者在宅療養支援事業意見書 

ふりがな  

生年 

月日 
  年  月  日生 

氏  名  

住  所 

〒 

病  名  

注意事項等  

 上記の者は、支援事業利用開始予定日において、一般に認められている医学的知見に

基づき、田原市若年がん患者在宅療養支援事業補助金交付要綱第２条第１項第２号に掲

げる要件に該当するものと判断できる。 

田原市長 殿 

年   月   日 

医療機関名                  

医 師 名              印   
※自署の場合は、押印不要   



様式第３号（第７条関係）

田原市若年がん患者在宅療養支援事業サービス利用認定通知書

第     号

年  月  日

          様

                      田原市長

    年  月  日付けで申請のあった田原市若年がん患者在宅療養支援事業におけるサ

ービスの利用について、下記のとおり認定したので通知します。

記

１ 対象者氏名

２ 認定した内容

３ サービスの利用を開始する日

４ 認定の条件等



様式第４号（第７条関係）

田原市若年がん患者在宅療養支援事業サービス利用不認定通知書

第     号

年  月  日

          様

                      田原市長

    年  月  日付けで申請のあった田原市若年がん患者在宅療養支援事業におけるサ

ービスの利用について、下記のとおり認定しないこととしたので通知します。

記

１ 対象者氏名

２ 不認定の理由



様式第５号（第８条関係） 

田原市若年がん患者在宅療養支援事業サービス利用変更（廃止）認定申請書 

年  月  日 

田原市長 殿 

申請者 住所 

                       氏名（自署） 

                       電話番号    （    ） 

    年  月  日付けで認定のあった田原市若年がん患者在宅療養支援事業のサービス

の利用について、変更（廃止）したいので下記のとおり申請します。 

記 

１ 申請区分  （  廃止  ・  変更  ） →変更の場合は、２も記入してください。 

２ 変更内容（変更箇所のみ記入してください。） 

ふ り が な 
生年

月日 

    年   月   日
利用者氏名 

（甲） □申請者と同じ （年齢    歳）

住 所 

〒 

□申請者と同じ          電話番号   （   ） 

確認事項 

区 分 いずれかに〇印 

小児慢性特定疾病医療費助成の受給   有 ・ 無 

障害者総合支援法に基づく給付   有 ・ 無 

医療保険を受けた訪問看護等の利用   有 ・ 無 

生活保護の受給   有 ・ 無 

上記以外の制度における助成又は給付の受給   有 ・ 無 

受給資格の審査のために、市が実施する確認事項に係る調査の実施に 

       □同意します     □同意しません 

家 族 構 成 

氏名 続柄 生年月日 備考（連絡先等） 

主 治 医 

病院名： 

医師名： 

電話番号    （    ） 

利用開始日          年     月     日（予定） 

甲は、サービス利用終了後に甲が請求できない場合、民法第 653 条第 1 項の規定にかかわら

ず、乙に本事業にかかる補助金の請求及び受領に関する権限を委任します。 
※利用者が未成年（１８歳未満）の場合は記入する必要はありません。 

受 任 者

（乙） 

上記委任の件について、承諾しました。 

氏名（自署） 甲との続柄 

住所 〒 生年月日 

    年  月  日



利用を希望するサービスの番号に〇印をつけてください。 

区分 サービスの内容 

在宅サービス 

1 訪問介護 

（２） 身体介護中心 （２）生活援助中心 （３）通院等乗降介助 

２ 訪問入浴介護   

３ 訪問看護 

４ 訪問リハビリテーション 

５ 居宅療養管理指導 

６ 夜間対応型訪問介護 

７ その他（                  ）

福祉用具の貸与 

１ 手すり 

２ スロープ（工事を伴わないもの） 

３ 歩行器    ４ 歩行補助つえ 

５ 車いす    ６ 車いす付属品 

７ 特殊寝台    ８ 特殊寝台付属品 

９ 床ずれ防止用具    10 体位変換機 

11 移動用リフト（つり具の部分を除く） 

12 自動排泄処理装置 

13 その他（                  ） 

福祉用具の購入 

１ 腰掛便座 

２ 自動排泄処理装置の交換可能部品 

３ 入浴補助用具   ４ 簡易浴槽 

５ 移動用リフトのつり具部分 

６ 排泄予測支援機器 

７ その他（                  ） 

備考 

１ 他の公的な制度等を利用されている経費については利用できません。 



様式第６号（第９条関係）

田原市若年がん患者在宅療養支援事業サービス利用変更（廃止）認定通知書

第     号

年  月  日

          様

                      田原市長

    年  月  日付けで申請のあった田原市若年がん患者在宅療養支援事業におけるサ

ービスの利用の変更（廃止）について、下記のとおり認定したので通知します。

記

１ 対象者氏名

２ 認定した変更（廃止）内容



様式第７号（第９条関係）

田原市若年がん患者在宅療養支援事業サービス利用変更（廃止）不認定通知書

第     号

年  月  日

          様

                      田原市長

    年  月  日付けで申請のあった田原市若年がん患者在宅療養支援事業におけるサ

ービスの利用の変更（廃止）について、下記のとおり認定しないこととしたので通知します。

記

１ 対象者氏名

２ 不認定の理由



様式第８号（第１０条関係）

田原市若年がん患者在宅療養支援事業サービス利用認定取消通知書

第     号

年  月  日

          様

                      田原市長

     年  月  日付け   第    号で認定した田原市若年がん患者在宅療養支

援事業におけるサービスの利用について、下記のとおり取り消したので通知します。

記

１ 対象者氏名

２ 取消の理由



様式第９号（第１１条関係） 

田原市若年がん患者在宅療養支援事業補助金交付申請書兼請求書（償還払い用） 

 年  月  日 

田原市長 殿 

申請者 住所 

氏名（自署） 

電話番号     （   ） 

 田原市若年がん患者在宅療養支援事業補助金について、下記のとおり交付を申請し、及び請

求します。 

記 

１ 請求額    金           円（   年   月分） 

（内訳） 

サービス区分 利用料 （（Ａ）×0.9）※1 請求額※2 

①  在宅サービス 円
※1  
・千円未満切り捨て 

・（生活保護受給者は

（Ａ）×1.0） 

※2 
（Ａ）×0.9 または補

助上限額５万４千円

のいずれか少ない額

（生活保護受給者は

補助上限額６万円） 

② 福祉用具貸与 円

③ 福祉用具購入 円

合計 
（Ａ）      

         円 円 円

２ 補助対象者 

氏 名 □申請者と同じ  

住 所
〒 

□申請者と同じ 

３ 振込口座    □前回の申請時と同じ 

金 融 機 関 名 本 ・ 支 店 種 別

口 座 番 号銀  行

信用金庫

信用組合

本店

支店
１ 普通預金

２ 当座預金

３ その他金 融 機 関 コ ー ド 店 舗 コ ー ド

フ リ ガ ナ

口 座 名 義 人

備考 
  １ 領収書と利用されたサービスの明細を添付してください。
２ 利用者、利用申請者及び受任者以外による請求の場合は、委任状（様式第１３号）及び利用者
との関係がわかる書類を添付してください。



様式第１０号（第１１条関係） 

田原市若年がん患者在宅療養支援事業補助金交付申請書（受領委任払い用） 

 年  月  日 

田原市長 殿 

申請者 住所 

氏名（自署） 

電話番号（            ） 

対象者との続柄（   ） 

 田原市若年がん患者在宅療養支援事業補助金について、下記のとおり交付を申請します。 

記 

補 助 対 象 者

住所 

氏名               生年月日 

□申請者と同じ  

利 用 金 額 金            円（    年   月分） 

内
訳

サービス区分 サービス業者名 
利用料 

（Ａ） 

請求額 

（Ｂ） 

自己負担額 

（Ａ－Ｂ） 

他からの補助の有無 無・有（                     ） 

次の事項を確認し、署名してください。 

・補助金の受領の権限を裏面の事業者に委任します。 

・市がサービス提供事業者と連絡調整をすることに同意します。 

                氏名（自署）                   



事
業
者
確
認
欄

サービス区分 

事業者名 

住所 

電話番号 

事
業
者
確
認
欄

サービス区分 

事業者名 

住所 

電話番号 

事
業
者
確
認
欄

サービス区分 

事業者名 

住所 

電話番号 

事
業
者
確
認
欄

サービス区分 

事業者名 

住所 

電話番号 

備考

 １ 利用したサービスの明細の写しを添付してください。

 ２ サービス提供事業者が作成した請求書（田原市長宛、サービス名及び口座情報が記載されたもの）

を添付してください。



様式第１１号（第１２条関係）

田原市若年がん患者在宅療養支援事業補助金交付決定通知書

第     号

年  月  日

          様

                          田原市長        印

     年  月  日付けで申請のあった田原市若年がん患者在宅療養支援事業補助金に

ついて下記のとおり交付を決定し、及び補助金の額を確定したので通知します。

記

１ 対象者氏名

２ 補助金の額     金        円



様式第１２号（第１２条関係）

田原市若年がん患者在宅療養支援事業補助金不交付決定通知書

第     号

年  月  日

          様

                          田原市長        印

    年  月  日付けで申請のあった田原市若年がん患者在宅療養支援事業補助金につ

いて、下記のとおり交付しないこととしたので通知します。

記

１ 対象者氏名

２ 不交付の理由



  年  月  日

（宛先） 田原市長

 私（甲）は、乙を代理人と定め、田原市若年がん患者在宅療養支援事業に係る補助金の

申請及び受領に関する権限を委任します。

甲（委任者）

 住所 〒

 氏名（自署）

上記委任の件、承諾しました。

乙（受任者）

住所 〒

氏名（自署）

※「委任者」欄には補助対象者、「受任者」欄には申請者を記載してください。

様式第１３号（第１３条関係） 

田原市若年がん患者在宅療養支援事業補助金

委任状


